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1.は じ め に
現在 の企業 に とって,新 製 品開発競 争の激化や消費者 の価値観 の多様化 によ る不安 定な市場に
「いか に して迅速かつ柔軟 に(ア ジルに)対 応 してい くか」 は最 も重要な課 題 の一 つ であ る。 そ
こで,多 くの 日本企 業が,こ れまで部門 ごとの最適化,企 業 ご との最適化 に とどま ってい た業務
の流 れを,サ プ ライチ ェー ン全体 の視点か ら見直 し,ITの 積極 的活用 によ る 「ビ ジネ ス ・プ ロ
セ スの改善 ・改革」 を行 おうと,サ プライ チ ェー ン ・マ ネ ジメ ン ト(SupplyChainManage-
ment[1],以 下 「SCM」 と呼ぶ ことにす る)に 高い関心を寄せてい る。
一方,社 会 におけ る 「グローバル化」,「情報化」 の進展 はめざま しく,企 業 において もこれ ら
への迅速な対応が急務 となっている。 それに ともない,従 来のSCMに 対 してそれぞれ,グ ロー
バル化,情 報 化の流れを組み込 ん だ 「GlobalSCM」,「e-SCM」[2]とい う,新 しいタ イプの
SCM研 究 が展 開 され始 めてい る。GlobalSCMは,従 来型SCMの め ざす,国 内 での全 体 最適
をlocaloptimumと して捉え,こ れ を地球規模 での全体最 適(globaloptimum)へと拡張 させ
ようとす るもので あ り,e-SCMは,BtoB(BusinesstoBusiness)中'已・の従来 型SCMに,
e-businessに おけ るBtoC(BusinesstoConsumer)の情報 を取 り込 む ことによ り,サ プ ライ
チ ェー ンの範囲をBtoB&Cへ と拡張 させ よ うとす るものであ る[3]。
ここで注意すべ きことは,グ ローバ ル化,情 報化 の2つ の流れは,互 いに独立 に存在す る もの
で はな く,グ ローバ ル化 によ り増大す る時間的 ・空 間的制約を,情 報化の流れ の 中でITが 克服
し,そ れ による時間的 ・空間的制約 の克服 がグ ローバル化を進 展 させ るとい うことで ある。 この
よ うな関係をふ まえ ると,グ ローバル化 と情報化,そ してGlobalSCMとe-SCMとの 「シナジー
の追求」の視点が浮か び上が る。
そ こで,明 大商学研究所 を母体 に発足 した大 型研 究プ ロジェク ト 「先端的 グローバ ル ・ビジネ
ス とITマ ネ ジメ ン トーGlobale-SCMに 関す る研究」(Dで は,GlobalSCMとe-SCMのシナジー
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の追 求 をキー ・コンセプ トと した 「Globale-SCM」 研究を展開 している。 このプ ロジェク トは,
従来 のSCM研 究 における 「全体最 適」の範囲を,単 な る国内 での全体最適 か ら地球規 模 での全
体最 適へ と拡 張す ると同時 に,BtoB中 心 のIT活 用 をBtoB&Cへ と拡 張す ると い う,新 た
なマネ ジメ ン ト・モデル 「Globale-SCM」 を世界 に先駆 けて提唱 した上 で,そ の理論 構築 と情 ・
報 システ ムの 開発 を行 お うとす るもので ある.。
そ こで本稿 では,100周 年 を迎 えよ うと してい る明大 商学部の教育 ・研究 における,上 記 の大
型研 究 プロ ジェク トの位置 づけを概説 し,SCMか ら 「Globale-SCM」 への概念拡 張の背景 と意
義 につ いて論 じてい くことにす る。 その上で,筆 者 ら[4]が 提唱す る 「ナ レッジチ ェー ン ・マ ネ
ジメ ン ト」(KnowledgeChainManagement;以下 「KCM」 と呼ぶ ことにす る)を 紹介 し,そ
れに よる知識共有 の重要性,と りわ け 「globalknowledgesharing」 の重要 性 を指 摘す る。 こ
れ によ り,今 後の商学研究 に関 して一 つの方 向性 が示 唆 され るので はな いか と思われ る。それは,
グローバ ル化 と情報化の シナジーの追求 であ り,商 学,経 営学,経 営工 学,情 報科学 にまたが る
新 たな研 究領 域の創出で ある。 さ らに,こ れが商学部 の 「商学 科一 本化」の利点 にもつなが って
「い くのではな いか と思 われ る。
2.商 学部 の学科 一 本化 と 「Globale・SCM」 研 究
明治大 学商学部 は,こ れ までの商学科 と産業経営 学科の二学科制 を,2001年4月 よ り商学 科
一学科制 へ と移行 し.た。 これ は,一 学科制 の 「大 きな器 が進路 の 自由を約束 す る」 というテー マ
に基づ き,商 学部の学 生が 自由に専 門(コ ース)を 選択す ることができ るよ うにするためである。
これ によ り,従 来は学 科の 「垣根」 をこえて コース選択 をする ことがで きなか ったの に対 し,そ
れが可能 にな ると同時に,商 学部 における大 きな問題点 であ った 「ゼ ミとコースのね じれ」が減
少す るとい った効果が期待 され るの である。 この 「ね じれ」 に関 しては,一 学科制 にな って入学
した学生 が初 めて3年 生 に進級す るのが2003年4月 であ るため,現 時点で は まだ実 績が 出て い
ないが,2003年 度以降その効果 は着実 に上 が ってい くもの と考 え られ る。
一方,2001年 度,商 学部 では 「グローバル ・ビジネス」 リサ ーチ ・プ ロジ ェク ト(主 査:諸
士 茂登 商学部教授)と 「eコ マース」 リサー チ ・プロジェク ト(主 査:村 田潔 商学部教授)の
2つ の リサーチ ・プロジェク トを立 ち上 げ,積 極的 に研究活動 を展開 してきた。 すで に,そ の研
究成果 は,学 会発表やイ ンターネ ッ トを通 じて公表 され,国 内外 か ら高 い評 価を得て いる。現 在
(1)こ の大 型 研 究 プ ロ ジ ェ ク トは,明 治 大 学 商 学 部 が 中心 と な り,学 内13名,学 外19名(国 内13名,
海 外6名)の 研究 者 に よ って 構 成 され る,文 部 科 学 省 認 定 「学 術 フ ロ ンテ ィア推 進 事 業 」 の 共 同研 究 プ
ロ ジ ェ ク トで あ る。 この大 型 研 究 プ ロ ジ ェ ク トは,下 記 の4つ の サ ブ ・プ ロ ジ ェ ク トが 分 担 して,
「Globale-SCM研 究 」 を展 開 して い る。
・ グ ロー バ ル ・ビ ジネ ス:16名
・ グ ロー バ ル ・ロ ジス テ ィ ク ス:6名
・e一 コ マ ース:5名
●TOC戦 略:6名
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の企業 活動 におけ るグローバル化 と情報化 の流 れをふ まえたとき,「 グローバ ル ・ビ ジネ ス」 は
旧商学 科の重要 な研 究テ ーマ と して,ま た 「eコ マース」 は旧産業経営学 科の重要な研究 テーマ
として位置 づけ られ る。
さらに,商 学部の学科一本化 に合 わせ て,こ れ ら2つ の リサーチ ・プ ロジェク トを発展的 に統
合 し,2002年 度新 たに大型研究 プ ロジェク トを立 ち上 げることに した。 これに よ り,旧 商 学科
と旧産業経営学科 にまたがる研究 テーマ 「先 端 的 グ ローバ ル ・ビジネ ス とITマ ネ ジメ ン トー
Globale-SCMに 関する研 究」 を展 開 してい くわ けで ある。具体的 には,グ ローバ ル化 と情 報化
の シナ ジーを追求す るた めの新 たなマネ ジメ ン ト・モデル 「Globale-SCM」 を提 唱す る と同時
に,そ の理 論構築 と情報 システムの開発 を行 ってい くことにな る。
この大型 プロジェク トは,研 究者 間の コラボ レー シ ョンによ って生み 出され る研究成果を随時,
学部教育や大学院教育 に還元 してい くと ころに特徴 があ る。 学科一本化の利点 を,研 究活動 のみ
な らず,教 育活動 にも反映 させて い くめである。 そこで,2002年 度 よ り総合講座 「先端的 グロー
バ ル ・ビジネスとITマ ネ ジメン ト」(3・4年 前 期2単 位)を 開講 し,研 究成 果 を で きる限 り
「ア ジル」 に学部教育 へ還 元す るように して いる。 さ らに,こ の総合講座 を商学 部 のみ な らず,
学部間共通科 目と して全学部 に開放 してい る。
3.SCMに お ける全体最適 と情報共有
バ ブル経済崩壊後 の構造 的不況の続 く日本企業 は,何 とか現状を打破 しよ うと,SCMに 高 い
関心 を寄せ ている ことは前述 の通 りであ る。SCMに よ り,多 くの企業 が適切 な量 の商品 ・サー
ビスを適切 な場所 でタイム リーに入手 ・提供 しようと して いるので ある。 現在,SCMが 注 目 さ
れている背景 には,バ ブル崩 壊後の 日本経済の構造的不況,コ ラボ レー シ ョンやア ジ リテ ィへの
関心 の高ま り,パ ー トナ リングの必要性の増大等 の要 因が ある もの と考 え られ る[4]。SCMは,
これまで部 門 ごとの最適 化,企 業 ごとの最適化 にとどまっていた情報,物 流,キ ャ ッシュに関わ
る業務 の流 れを,サ プ ライチ ェーン全体の視点か ら見直 し,ITの 活 用 に よ る情報 の共有 化 と全
体最適 のための ビジネス ・プロセスの改善 ・改革を行 うことにより,サ プライチェーン全体のキャッ
シュフローの効率 を向上 させ ようとす るマネ ジメ ン ト・コンセプ ト,マ ネ ジメ ン ト・モデ ルであ
る[1]。
上記の ア ンダーライ ン部 のキーワー ドを見 ると,リ エ ンジニ ア リング[5](BusinessProcess
Reengineering;以 下 「BPR」 と呼ぶ ことにす る)と 共通 して い るこ とがわ か る。 すな わ ち,
SCMはITを 活用 した情報共有 によ り業務 プ ロセスの改善 ・改 革を行 う点でBPRと 同様 の思 想
を持 ってお り,そ の際の視点が個別企業 にあるかサプ ライチ ェー ン全体 にあるかが異 なっている
ので ある。 したが って,SCMの 考 え方 に したが えば,BPRが めざす最適 性 は 「部 分最適 」(こ
れは,筆 者 らのい う 「局所最適」[6]に 相 当す る)で あ るの に対 して,SCMは 「全 体最 適」 を
めざす とい うことになる。 もち ろん,BPRに とってはそれが部分最適 を意味す る ものでは な く,
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個別企業 にと っての 「全体最適」 を意 味す るが,サ プライ チェーン全体 にとっては部分最適 とな
るのであ る[7]。
それで は,ど のよ うに してSCMで はサプ ライチ ェー ンを構成 す る企業 群全体の最適化 を図 ろ
うとす るので あろうか?そ れは,サ プ ライ チェー ン全体 で の情報 共 有 によ る業 務 プロセ スの
「同期化」 であ る。 これまで,BPRに 代表 され るよ うに,個 別企業 ごとに生産性 の向上 を図 って
きたの であ るが,個 別 企業 ごとの生産性 向上 は必ず しもサプライチ ェー ン全体 の最適化 には結 び
つ くとは限 らない。例 えば,生 産性の低 い企業の工程を そのままに して他 の企業 の工程 の生産性
をい くら向上 させて も仕掛 り在 庫を増加 させ るだ けで,全 体の生産性向上 には結 びつ かない。 そ
れだけで な く,交 通渋滞 と同様 に,か え って仕掛 り在庫が スム ーズ な生産の達成 を妨害 して しま
う危 険性が高 い。 そこで,サ プ ライチ ェーンを構成 す る企 業間での 「同期化」が大切なのである。
さ らに,こ の 「同期化」 のためには,サ プ ライチ ェー ン全体 での情報 共有が必要で ある。従来
は企業 の壁が障害 とな って,生 産情報 や販売情報 が どうして も企業 間で分断 されて しまっていた。
しか し,現 在 ではイ ンターネ ッ トを中心 と したITの 発達 ・普及 によ り,企 業 の壁 が とて も低 い
もの とな りつつ ある。SCMで は,こ のITを 積極的 に活用 して情 報共 有 を進 め,環 境 の変化 に
対 して迅速 かつ柔軟に(ア ジル に)対 応 してい くの である。 これに関 して,Lancioni,Smith&
Oliva[8]は,SCMに お けるイ ンターネ ッ トの役割 の大 きさを指 摘 して い る。BPRと 同様 に,
イ ンターネ ッ トに代表 され る情報 ネ ッ トワーク上で共有 された情報 を基 に意思決定 を行 うわけで
あ る。
4.SCMか らGloba1SCM,e-SCMそしてGlobale-SCMへ
最近,企 業活動 の 「グローバ ル化」,「情報 化」 を反映 して,GlobalSCM,e-SCMとい う,新
しいタイ プのSCM研 究が展開 され始 めている。 これ らは,① グ ローバル化 と②情 報化 を基軸 と
した2つ の側面 におけ る,SCMの 対象 範囲の拡張 と して,次 のよ うに捉え ることがで きる。
①GlobalSCM:domesticな全体最適 →globalな 全体最適
②e-SCM:BtoB→BtoB&C
① は,BPRの めざす 「個 別企業 にお ける全体最 適」か ら,SCMの め ざす 「サ プライ チ ェー ン
におけ る全体最適」へ の拡 張の延 長線 上 に位置づけ られ るもので あ り,SCMに おい て拡張 した
全体最 適の範囲 をさ らに地球規模 へ と拡 張す ることを示 してい る。② は,BtoB中 心のSCMに,
e-businessに お けるBtoCを 取 り込む ことによ り,サ プライチ ェー ンの範 囲をBtoB&Cへ と
拡張す ることを意味す る[8]。
ただ し,上 で も述べた よ うに,グ ローバル化 と情 報化 の2つ の流れは,互 い に独立 に存在す る
もの ではない点が重要で ある。 なぜ な ら,グ ローバ ル化 によ り企業 におけ る時間的 ・空 間的制約
が増大 し,そ れ を情報化 の流 れの中でITが 克服す るとい う関係が存在す るか らであ る。 これ に
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よ り,グ ローバ ル化 の進展 が情報 化を推 し進 め,そ れ による時間的 ・空 間的制約 の克服 が グロー
バル化 を進展 させ る とい う,相 互 に強 化 し合 う関係が形成 され る。
以上 のよ うな関係 は,グ ローバル化の流れか ら生 じたGlobalSCMと,情報化 の流 れ か ら生
じたe-SCMと の統合 による シナ ジーの発揮 の可 能性 を示唆す るもので ある。 そ こで,両 者 の シ
ナ ジーに注 目す ると,GlobalSCMとe-SCMを統合 した 「Globale-SCM」 のマネ ジメ ン ト・モ
デルを考え ることが できる。 これ らの関係 をま とめ ると,図1の ようにな る。
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GlobalSCMe-SCM
global化 情 報 化
時間的 ・空間的制約の克服
発展的に統合
↓
両研究のシナジー
Globale-SCM
図lGlobalSCMとe-SCMの 統 合
Globale-SCMの 特徴 は,グ ローバル化 と情報 化を基軸 と して,SCMの 空 間 を拡 張 す る とこ
ろにあ る。 これ によ り,上 記の シナジーが グローバ ルなサプライチ ェー ンの中 に反映 され ると同
時 に,顧 客満足(CS)の 観点か ら市場の動向が ス トレー トに反 映され ることにな る。 その 際 に,
時 間的 ・空 間的制約 の克服 の面 で,情 報ネ ッ トワークを 中心 と したITの 活用 による 「情報共有」
が これまでのSCM以 上 に重要 な役割を果たすのであ る。
Globale-SCMで は,図2の よ うに,従 来 のSCMの みな らず,globalbusinessやe-business
におけ るキー ・コンセプ トも加わ るため,そ の構造 は多面的 な性格 を持 つ ことにな る。 そこで,
Globale-SCM研 究 を進 めてい く際の核 と して位置づ け られ るキー ・コンセプ トを,簡 単 にま と
めてお くと次 のよ うにな る。
・Global化 によ り増大 した 「時間的 ・空 間的制約 の克 服」 、
・個別企業 の最適化 か らGlobalな サプ ライ チェー ンにお ける 「全体最適」 へ
・Globalな サ プライチ ェー ンにおけるIT活 用 によ る 「同期化 した行動」
・SCMとe-businessの 統 合 による 「BtoB&C」 と 「二 重の情報共有」[10]
・顧客 とのイ ンタラ クテ ィブな関係の形成 による 「顧客満足(CS)」
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「先 端 的 グ ロ ーバ ル ・ビ ジネ ス とITマ ネ ジ メ ン ト」
SCM
團
Globa且BusinessSyηc加oη 島α`∫oηe-Business
。激 綴 ∫。nGlobala-SCM鋭 ・o&C
GlobalLoglstlcse-Commerce
図2Globale・SCMの全 体 概 念 図
5.Globala-SCM研 究 とKCMに お ける 「知 識共 有」
近年,SCMと 同様 に,ナ レッジ ・マネ ジメ ン ト(KnowledgeManagement;以下 「KM」 と
呼ぶ こ とにす る)へ の関心が高 ま ってい る。 これ にと もない,企 業 にお ける知識活用 レベル は,
ス タテ ィックな既存知 識の活用 か ら,知 識 をベースに新 たなイ ノベー シ ョンや創発を起 こ しうる
ダイナ ミックな活用へ と進展 してお り,そ れをSCMや 戦略的提携[ll]に よって企業間で共有 し
よ うとす る動 きが加速 している。 この ような状況 をふ まえて,筆 者 ら[4]は これ まで個 別企業 内
で展 開 されて きたKMを,企 業横 断的 に拡張 したKCM(KnowledgeChainManagement)の
必要 性を指摘 している。KCMは,こ れ までKMに お いて個別企業 ごとに行 われてきたメ ンバ ー
の 自働化[12]に よる知識共 有を,企 業横断 的な知 識共有へ と拡張 した概念 であ り,ITの 積極 的
活用 による人 間の知的 ・創造的活動 の支援[2]を 通 して,エ ンパ ワーメン ト[13]と コラボ レーショ
ンの実現 を めざ している。
さ らに筆者 ら[4]は,SCMか らe-SCMへ の流れの中で,SCMとe-businessのそ れぞ れの領
域 に分 かれ て行 われて きた情報共有 を共 有(二 重 の情報共 有[10])す るための 「知識 の連鎖」 の
重要性 に注 目し,新 たに 「e-KCM」 のマネ ジメン ト・コンセ プ トを提示 している。e-KCMは,
これ までKMに おいて個 別企業 ご とに行 われてきた 「知識共有」 を,企 業 横 断 的な知 識共 有 へ
と拡張す るというKCMの 方法論 の中核 にe-learningを 位置づ けよ う とす る もの で ある。 よ り
単 純化 して表現すれば,e-KCMはKCMにe-learningのノウハ ウを取 り込む もので あ る とい う
ことにな る。 ここでe-learningをe-KCMの 中核 に位置づ けるのは,KMか らKCMへ の知 識 共
有 の拡張 の過 程で,ITの 活用 とメ ンバ ーの学習が重要な役割 を果 たす ため で あ る。 す な わ ち,
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e-learningの 方 法論をKCMに 活 かす ことによ り,KCMに お ける知識 共有 とe-learningに おけ
る知識共有 を統合(二 重 の知識共有)し,メ ンバ ーの 自働化 と環境 の変化への アジルな対応 の両
立 をめ ざすのであ る。
Globale-SCMに おいて,地 球規 模でのサ プライチ ェーン全体の最適化,そ して情 報共 有 が重
要 であ ることは前 述の通 りで あるが,そ の基礎 となる ものは 「知識」 の共有で ある。言い換えれ
ば,Globale-SCMを 展 開 してい く上 で,ど のよ うに全体最適 を達成す るか,そ のため に いかに
して同期化 を実現 す るか,さ らには情報共有 をいか に して図るか,と い う知識 の共有が必要 なの
であ る。Globale-SCMの マネ ジメ ン ト・モデル 自体 も体 系化 され た一 つの知識 であ り,こ れを
サプライチ ェー ン全体で共有 して い くわけである。 したが って,SCMの 中核 をな すサ ブ ・シス
テム としてKCMを 位置づ けることができる。 とりわけGlobale-SCMに おいては システ ムの多
様性が増大 す る分 だ けKCMの 重要性 が高 まるため,KCMに よ る 「globalknowledgesharing」
が強 く求 め られ るのであ る。
一方,Globale-SCMを テ ーマと した我 々の大 型 プロジ ェク トにおいて も,米 国,韓 国,中 国,
オ ラ ンダ,ド イ ツの研究 者が メンバ ーと して参加 して いるため,globalknowledgesharingは
研究 を展 開 してい く上 での重要な課題で ある。Globale-SCM研 究 の核 とな る要素で あ るglobal
knowledgesharingを,この大型 プロジェク ト自身が実践 して い くので ある。 そ こz,明 治大
学商学研 究所内 に設置 された 「Globale-SCM研 究セ ンター」 では,情 報ネ ッ トワー クとデ ータ
ベ ースの整備 を現在 進めて いるところで ある。 このよ うに,ITを 活 用.したglobalknowledge
sharingは,理 論 と実践 の両面 において,本 大型 プ ロジェク トの中核 に位置づ け られ るこ とにな
る。
6.お わ り に
これか らの企業 に とって,ITを 活用 した情報 共有 と,そ れ に よ る供 給連 鎖 の同期 化 を 図る
「Globale-SCM」 の マネ ジメ ン ト・モデル は,地 球規模 での全体最適 を達 成す るた めに,と て も
重要な存在 となる ことが予想 され る。 さらに,こ れは企 業のみな らず,国 内外 の研究者 の間でも
注 目され始 めてお り,そ の結 果,前 述の5ケ 国か ら計6名 の研究者が我 々の大型 プ ロジェク トの
メ ンバ ーと して参加 する ことにな った。
このよ うな背景 をふまえて,本 稿で は,SCMか らGlobalSCM,e-SCMへの研究 の流れ を概
観 し,我 々の大型 プ ロジェク トが新 たに提示す る 「Globale-SCM」 の マネ ジメ ン ト・モ デルを
紹介 した。 その上 で,KCMに よる 「globalknowledgesharing」 がGlobale-SCMに おいて重
要な役割 を果 たす と同時に,Globalに 共 同研究活動 を展 開す る,こ の大型 プ ロ ジェク ト自身が
実践すべ き課題 で もある とい う視 点を提示 した。 すなわ ち,KCMはGlobale-SCMの中核 をな
すサブ ・システ ム'として位置づ け られるのである。
明大商学部 が 「Globale-SCM研 究」 に関 して世界 のイニ シアチ ブを と り,商 学,経 営学,経
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営工学,情 報 科学にまたが る新 たな学際 的研 究領域 を確立 してい くために,本 大 型 プロジェク ト
はglobalknowledgesharingを通 して メ ンバー間での コラボ レーシ ョンを高 あ,積 極 的 に共 同
研 究活動 を展 開 してい く所存で ある。 さ らに,そ れによって生 み出される研 究成 果を,学 部教育
や大学院教育 に タイム リー に還元 していきたい。
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